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3種の補助金を紹介します

01 東京 23 区からの移住・就業を支援！

　東京 23 区に住んでいる、あるいは東京圏（東京、千葉、埼玉、神奈川）か
ら通勤している人で、三島市に移住し、対象 ( ※ ) の中小企業・法人などで
働く人に補助金を交付。補助金額は単身者60万円、２人以上の世帯は100万円。

問政策企画課☎ 983・2698
※マッチングサイト「しずおか就職 net」に支援対象法人として掲載の求人

02 最大60万円！奨学金の返還を支援！
学生時代に受けた奨学金の返還を支援します。希望する人は事前にエントリーをお願いします。

問政策企画課☎ 983・2698

住宅を取得して移住する世帯を支援！

申請までの流れ (三島市の場合 )

①「しずおか就職net」で就業先を探す
②三島市内へ移住・就業

　移住から3カ月以上 1年以内で就業から3カ月経過

③政策企画課へ申請 (各年度１月31日まで)

協力いただける市内事業者・法人を募集中です

「しずおか就職 net」へ支援対象求人を載せませんか？
応募は商工観光課☎ 983・2655 へ。要件は以下の通り。
①市税の滞納がない
②ハローワークに求人登録中
③資本金が10億円を超えない(みなし大企業でない)
④雇用保険の適用事業主
⑤本社所在地が東京圏以外、または条件不利地域　等

市内出身で、平成 31 年３月以降 25 歳までに大学などを卒業し、市内に在住する人。
かつ在学中に奨学金を借り入れ、卒業後返還予定で次の①②のいずれかに該当する人。
①卒業後、市内に本社または本店がある中小企業などに就職した。
②保育・医療・社会福祉分野の免許を取得し、その資格に基づき市内事業所などで就職した。等

要

件

交付対象者の

　　　　　申請までの流れ

⑴事前エントリー申請(大学等在学中 )
　　就職活動。市から各種情報提供を行います。

⑵交付対象者認定申請 (就職後 )
　　市内で1年以上居住・就業

⑶補助金交付申請 (就職・居住の１年後 )

補助制度の概要

補助金額　返還した奨学金の実績による
　　　　　(上限：年12万円 )
補助期間　最初の補助金交付年度から５年間
※交付対象者に認定されてもその後の居住・就労状況
により対象にならない場合があります。詳細は政策
企画課にお問い合わせください。
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三島への移住をサポートする

03 住宅を取得して移住する世帯を支援！
三島市への移住・定住を応援します。詳細は建築住宅課☎ 983・2750

区分 対象 補助額

県外から移住する若い
世帯が行うリフォーム

県外から移住し、次のいずれかに当てはまる世帯
・夫婦いずれかが満 40 歳未満
・夫婦いずれかが満 46 歳未満で中学生以下の子と同居
・中学生以下の子と同居する満 46 歳未満の親

リフォームに要する経費
の20％※上限 20 万円

子育て世帯が行う
リフォーム※市内在住可 中学生以下の子が属する世帯 リフォームに要する経費

の30％※上限 30 万円

　市が無料で専門家を派遣し、住宅の劣化 (シロアリなどの被害状況、腐朽・腐食や建物の傾斜状況、躯体のひび割れ・
欠損、雨漏りや漏水、給排水管の漏れや詰まりなど )を診断。その後、「三島市中古住宅情報サイト」に掲載します。
■対象　市内にある、売却する住宅（宅地建物取引業者と専任媒介契約を交わした住宅）

住 ・ 子 育 て リ フ ォ ー ム 補 助 金移

存 住 宅 診 断 事 業既

併用可！

※工事請負契約および着手の前に申請が必要です。
　予算が無くなり次第、終了します。
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県外からの移住者、増えてます！

県や市の移住相談窓口などを通じた
静岡県外からの移住者数 (人 / 年度 )

移住・定住の取り組み

■民間団体と協力して不動産を紹介　
　・(公社 ) 静岡県宅地建物取引業協会
　・(公社 ) 全日本不動産協会静岡県本部
　との連携協定に基づき、市職員がお客様の不動産に
関する希望を聞き取り、条件に合う物件の有無を両協
会に照会。該当の物件をお知らせします。

■イベント出展
　2018 年９月９日、「ふるさと回帰フェア 2018」に出
展。会場の国際フォーラ
ム (東京・有楽町 )に約
17,000 人が来場し、三島
市ブースにも多くの方が
相談に来られました。

移住者数は年々伸びています
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